
（別紙） 

高年齢者就業機会確保事業費等補助金(シルバー人材センター事業分)及び

雇用開発支援事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）交付要綱 

新旧対照表 

改正後 現行 

高年齢者就業機会確保事業費等補助金(シルバー人材センタ

ー事業分)及び雇用開発支援事業費等補助金（シルバー人材

センター事業分）交付要綱 

 

第１条～第 17条 （略） 

 

別表 （略） 

 

様式第１号～第３号 （略） 

 

様式第４号 

（略） 

 

（注） （略） 

 高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業

分）及び雇用開発支援事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）

は、上記の寄附制限の例外（試験研究、調査又は災害復旧に係るものそ

の他性質上利益を伴わないもの）には該当しないおそれがある。 

 

 

高年齢者就業機会確保事業費等補助金(シルバー人材センタ

ー事業分)及び雇用開発支援事業費等補助金（シルバー人材

センター事業分）交付要綱 

 

第１条～第 17条 （略） 

 

別表 （略） 

 

様式第１号～第３号 （略） 

 

様式第４号 

（略） 

 

（注） （略） 

 高年齢者就業機会確保事業費等補助金（シルバー人材センター事業

分）及び雇用開発支援事業費等補助金（シルバー人材センター事業分）

は、上記の寄附制限の例外（試験研究、調査又は災害復旧に係るものそ

の他性質上利益を伴わないもの）には該当しないおそれがある 

 

 



様式第５号 （略） 

 

様式第６号 

（略） 

 

記 

１～４ （略） 

５ その他参考となる関係書類 

 シルバー人材センター事業に係る当該事業年度の収支決算（見込）書、

事業報告書及び地方公共団体からの補助金確定通知書（写） 

 

 

様式第７号～第 11号 （略） 

 

様式第５号 （略） 

 

様式第６号 

（略） 

 

記 

１～４ （略） 

５ その他参考となる関係書類 

 シルバー人材センター事業に係る本部及び各活動拠点の当該事業年度

の収支決算（見込）書、事業報告書及び地方公共団体からの補助金確定通

知書（写） 

 

様式第７号～第 11号 （略） 

 

  



（別紙） 

 

様式第１号別紙１ 

 

改
正
後 

様式第１号別紙１ 

 

現
行 

合計 合計

（Ｂ＋Ｊ） （Ｅ＋Ｈ＋Ｉ） （Ｂ×１／２） （Ｆ＋Ｇ） （Ｍ＋Ｎ） （Ｋ＋Ｌ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 ③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管理費 ④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事
業

費

介護分野就業機会促進事業

のうち、

SCトライアル奨励事業

⑤ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑥ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者活用・現役世代
雇用サポート事業

⑦ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護分野就業機会促進事業

のうち、

介護プランナーの配置
⑧ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑨ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注） 「国庫補助金所要額（Ｅ欄）」について、以下の要件をすべて満たしているか確認すること。

a ○

b ○

c ○合計欄（⑨）において「地方公共団体補助金額の合計（Ｈ欄）」以下

（別紙１） 国庫補助金所要額調書

（単位：円）　

国庫補助金

国庫補助対象経費

経費区分 総事業費

国庫補助対象外経費

地方公共団体補助金額

自前財源

Ａのうち

国庫補助
対象経費 自前財源

都道府県 市区町村

（補助事業者名） 

Ａのうち

国庫補助
対象外経費

地方公共団体補助金額

種　目

②、⑤、⑦、⑧の各行において「基準額（Ｄ欄）」以下

雇用開発支援事業費等補助金
計（⑦＋⑧）

要　　件

合計欄（⑨）において「国庫補助対象経費に１／２を乗じて得た額（Ｃ欄）」以下

基準額 所要額

運
営

費

運営費

計（③＋④）

都道府県

区

分

市区町村

合計（①＋⑥）

事

業

費

高年齢者就業機会確保事業費等補助金

計（②＋⑤）

国庫補助対象

経費に１／２を

乗じて得た額



 

様式第１号別紙２ 

 

（略） 

改
正
後 

様式第１号別紙２ 

 
（略） 

現
行 

（団体名）

（会員コード）

（単位：円） 

基準額 所要額 都道府県 市区町村 合 計

【共通経費の補助割合】

○昨年度11月末までの総就業延人員数の12/8を乗じた数（人日）

（総数） 0

（人手不足分野）

（その他分野）

○補助割合

（サポート事業）

（運営費）

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － 0 0 0 0 0

0 － 0

－ － － － － － －

0 － － 0 0 0 0 0

0 － － 0 0 0 0 0

法定福利費

福利厚生費

賃金（特別給与）

事業費　計

事業費

高年齢者就業機会確保事業費等補助金　計

（別紙２） 支出予定額内訳書

職員退職給与引当金

退職金掛金

研修費

訓練委託費

雑役務費

保険料

会議費

印刷製本費

通信運搬費

借料及び損料

（SCトライアル奨励事業）

諸謝金（トライアル奨励金）

賃金（諸手当）

光熱水料

法定福利費

国庫補助

対象経費

福利厚生費

旅費

備品費

公租公課

備　考

国庫補助

対象経費

の１／２

国庫補助金 地方公共団体補助金額
自前財源経費区分

退職金掛金

運営費　計

諸謝金（基本給）

諸謝金（特別給与）

諸謝金（諸手当）

社会保険料

運営費

人件費

職員基本給

管理費

職員特別給与

職員諸手当

社会保険料

職員退職給与引当金

賃金（基本給）

　介護分野就業機会促進事業

消耗品費



 

様式第２号別紙１ 

 

改
正
後 

様式第２号別紙１ 

 

現
行 

合計 合計

（Ｂ＋Ｊ） （Ｅ＋Ｈ＋Ｉ） （Ｂ×１／２） （Ｆ＋Ｇ） （Ｍ＋Ｎ） （Ｋ＋Ｌ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注） 「国庫補助金所要額（Ｅ欄）」について、以下の要件をすべて満たしているか確認すること。

a ○

b ○

c ○

要　　件

②、⑤、⑦、⑧の各行において「基準額（Ｄ欄）」以下

運
営
費

雇用開発支援事業費等補助金
計（⑦＋⑧）

⑥

⑤

③

④

合計（①＋⑥） ⑨

事
業
費

合計欄（⑨）において「国庫補助対象経費に１／２を乗じて得た額（Ｃ欄）」以下

合計欄（⑨）において「地方公共団体補助金額の合計（Ｈ欄）」以下

国庫補助対象外経費

国庫補助対象

経費に１／２を

乗じて得た額

国庫補助金 地方公共団体補助金額

自前財源

Ａのうち
国庫補助
対象外経費

地方公共団体補助金額

自前財源
市区町村 都道府県 市区町村

⑦

介護分野就業機会促進事業

のうち、

介護プランナーの配置
⑧

高齢者活用・現役世代
雇用サポート事業

介護分野就業機会促進事業

のうち、

SCトライアル奨励事業

管理費

事
業
費

人件費

高年齢者就業機会確保事業費等補助金
計（②＋⑤）

①

運営費
計（③＋④）

②

区
分

種　目

（別紙１） 国庫補助金所要額変更調書 （補助事業者名） 

（単位：円）　

Ａのうち
国庫補助
対象経費

基準額 所要額 都道府県

経費区分 総事業費

国庫補助対象経費

合計 合計

（Ｂ＋Ｊ） （Ｅ＋Ｈ＋Ｉ） （Ｂ×１／２） （Ｆ＋Ｇ） （Ｍ＋Ｎ） （Ｋ＋Ｌ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注２） 「国庫補助金所要額（Ｅ欄）」について、以下の要件をすべて満たしているか確認すること。

ａ

ｂ

（注１） 本様式の記入については塗りつぶされている欄のみ記入すること。それ以外は別紙２に記入すること。

要　　件

運
営
費

雇用開発支援事業費等補助金
計（⑦＋⑧）

⑥

⑤

③

④

合計（①＋⑥） ⑨

事
業
費

②、⑤、⑦、⑧の各行において「基準額（Ｄ欄）」以下

合計欄（⑨）において「地方公共団体補助金額の合計（Ｈ欄）」以下

国庫補助対象外経費

国庫補助対象

経費に１／２を

乗じて得た額

国庫補助金 地方公共団体補助金額

自前財源

Ａのうち
国庫補助
対象外経費

地方公共団体補助金額

自前財源
市区町村 都道府県 市区町村

⑦

介護分野就業機会促進事業

のうち、

介護プランナーの配置
⑧

高齢者活用・現役世代
雇用サポート事業

介護分野就業機会促進事業

のうち、

SCトライアル奨励事業

管理費

事
業
費

人件費

高年齢者就業機会確保事業費等補助金
計（②＋⑤）

①

運営費
計（③＋④）

②

区
分

種　目

（別紙１） 国庫補助金所要額調書 （団体名） 

（会員コード）

（単位：円）　

Ａのうち
国庫補助
対象経費 基準額 所要額 都道府県

経費区分 総事業費

国庫補助対象経費



 

様式第２号別紙２ 

 

（略） 

改
正
後 

様式第２号別紙２ 

 
（略） 

現
行 

（単位：円） 

基準額 所要額 都道府県 市区町村 合 計

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － 0 0 0 0 0

0 － 0

－ － － － － － －

0 － － 0 0 0 0 0

0 － － 0 0 0 0 0

（SCトライアル奨励事業）

諸謝金（トライアル奨励金）

事業費　計

高年齢者就業機会確保事業費等補助金　計

雑役務費

運営費　計

事業費

　介護分野就業機会促進事業

退職金掛金

研修費

訓練委託費

法定福利費

福利厚生費

職員退職給与引当金

賃金（特別給与）

賃金（諸手当）

社会保険料

諸謝金（特別給与）

諸謝金（諸手当）

賃金（基本給）

借料及び損料

保険料

諸謝金（基本給）

通信運搬費

光熱水料

公租公課

消耗品費

会議費

印刷製本費

管理費

旅費

備品費

福利厚生費

職員退職給与引当金

退職金掛金

職員諸手当

社会保険料

法定福利費

運営費

人件費

職員基本給

職員特別給与

（別紙２） 支出予定額変更内訳書

経費区分
国庫補助

対象経費

国庫補助

対象経費

の１／２

国庫補助金 地方公共団体補助金額
自前財源 備　考

（補助事業者名） 

（団体名）

（会員コード）

（単位：円） 

基準額 所要額 都道府県 市区町村 合 計

【共通経費の補助割合】

○昨年度11月末までの総就業延人員数の12/8を乗じた数（人日）

（総数） 0

（人手不足分野）

（その他分野）

○補助割合

（サポート事業）

（運営費）

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － － 0

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

－ － － － － － －

0 － 0 0 0 0 0

0 － 0

－ － － － － － －

0 － － 0 0 0 0 0

0 － － 0 0 0 0 0

（SCトライアル奨励事業）

諸謝金（トライアル奨励金）

事業費　計

高年齢者就業機会確保事業費等補助金　計

雑役務費

運営費　計

事業費

　介護分野就業機会促進事業

退職金掛金

研修費

訓練委託費

法定福利費

福利厚生費

職員退職給与引当金

賃金（特別給与）

賃金（諸手当）

社会保険料

諸謝金（特別給与）

諸謝金（諸手当）

賃金（基本給）

借料及び損料

保険料

諸謝金（基本給）

通信運搬費

光熱水料

公租公課

消耗品費

会議費

印刷製本費

管理費

旅費

備品費

福利厚生費

職員退職給与引当金

退職金掛金

職員諸手当

社会保険料

法定福利費

運営費

人件費

職員基本給

職員特別給与

（別紙２） 支出予定額内訳書

経費区分
国庫補助

対象経費

国庫補助
対象経費

の１／２

国庫補助金 地方公共団体補助金額
自前財源 備　考



 

様式第６号別紙１ 

 

改
正
後 

様式第６号別紙１ 

 

現
行 

差引

過不足額
合計 合計

（Ｂ＋Ｍ） （Ｇ＋Ｋ＋Ｌ） （Ｂ×１／２） （Ｆ－Ｇ） （Ｉ＋Ｊ） （Ｐ＋Ｑ） （Ｎ＋Ｏ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ

① 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

② 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 ③ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管理費 ④ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事

業

費

介護分野就業機会促進事業

のうち、

SCトライアル奨励事業

⑤ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑥ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者活用・現役世代

雇用サポート事業
⑦ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護分野就業機会促進事業

のうち、

介護プランナーの配置
⑧ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑨ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注２） 「国庫補助金所要額（Ｇ欄）」について、以下の要件をすべて満たしているか確認すること。

ａ

ｂ

市区町村

経費区分

（注１） 本様式の記入については塗りつぶされている欄のみ記入すること。それ以外は別紙２に記入すること。

要　　件

②、⑤、⑦、⑧の各行において「基準額（Ｄ欄）」以下

国庫補助対象経費 国庫補助対象外経費

Ａのうち

国庫補助

対象外経費

地方公共団体補助金額

自前財源
都道府県

自前財源
基準額 都道府県 市区町村

区分

合計欄（⑨）において「地方公共団体補助金額の合計（Ｋ欄）」以下

高年齢者就業機会確保事業費等補助金

計（②＋⑤）

運営費

計（③＋④）

合計（①＋⑥）

運

営

費

雇用開発支援事業費等補助金

計（⑦＋⑧）

事

業

費

種　目

Ａのうち

国庫補助

対象経費

国庫補助対象

経費に１／２を

乗じて得た額

国庫補助金 地方公共団体補助金額

交付

決定額
受入済額 所要額

総事業費

（別紙１） 国庫補助金所要額調書 （団体名） 

（会員コード）

（単位：円）　



 

様式第６号別紙２ 

 
（略） 

改
正
後 

様式第６号別紙２ 

 
（略） 

現
行 



（別紙） 

改正後 現行 

様式第６号別紙３ 

（略） 

 

（補助事業者名）：                    

 

（略） 

 
 

様式第６号別紙３ 

（略） 

 

（団体名）：                    

 

（略） 

 
 

 


